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2006年８月 三重大学人文学部非常勤講師 (2007年３月まで)
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(2004年２月まで)
2004年４月 ＴＫＣ・関西学院大学新月プログラム ｢税理士のための
法律・会計学講座 (第１期～第５期)｣ 講座担当 (2008
年８月まで)







を通じて 』 (第一法規出版) 1989年10月
三和一博＝平井一雄編 『民法総則要説』 (青林書院) 1990年４月





























玉田弘毅編 『民法小辞典【改訂版』 (住宅新報社) 2001年７月
平井一雄編 『民法Ⅲ【債権総論』 (青林書院) 2002年５月
遠藤浩先生傘寿記念 『現代民法学の理論と課題』 (Ⅲ【学術論文】にて再
掲) (第一法規出版) 2002年９月











池田真朗編著 『現代民法用語辞典』 (税務経理協会) 2008年８月













『民法学百年史 日本民法施行100年念』 (前掲 ｢加藤雅信編集代表
『民法学説百年史』｣ の中国語訳)
(商務印書館 [中国・北京]) 2017年12月
近江幸治先生古稀記念論文集 『社会の発展と民法学 [上巻]』 (Ⅲ【学術論
文】にて再掲) (成文堂) 2019年１月






















《Some Considerations upon “Acquisitive Prescription and Registration”



















｢借家権の相続 『終身借家権』 の可能性をめぐって ｣
(三重大学法経論叢21巻２号) 2004年３月
｢生命保険契約における保険金請求権と消滅時効の進行 (上) 高度障
害保険金請求権の時効を中心に ｣ (判例時報1985号) 2008年１月
｢生命保険契約における保険金請求権と消滅時効の進行 (下) 高度障
害保険金請求権の時効を中心に ｣ (判例時報1986号) 2008年１月
｢取得時効と占有規定との関係をどう考えるのか｣




｢取得時効における 『所有の意思』 と旧民法の占有規定 容仮占有との
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に｣ (法律時報 88巻２号) 2016年２月
｢抵当権と時効・再論序説 最判平成15・10・31及び最判平成24・３・






察 ｣ (法と政治69巻２号上) 2018年８月
｢占有の推定効に関する覚書・序説 先ずは, 即時取得における無過失
の推定をめぐって ｣












別冊ジュリスト135号 『消費者取引判例百選』 (有斐閣) 1995年11月
｢取得時効の要件である 『所有ノ意思』 を否定すべき他主占有事情｣ (最
判平成７年12月15日民集49巻10号3088頁の判例研究)




ズ) (有斐閣) (Ⅱ【共著】に前掲 [以下同じ])












ズ) (有斐閣) [初版] 1997年６月, [第２版] 1999年11月
































法律時報別冊 『私法判例リマークス』 31号 (日本評論社) 2005年７月
｢『所有の意思』 の有無 賃借人｣ (最判昭和43年12月17日判時544号
36頁の判例研究)
松本恒雄＝潮見佳男編 『判例プラクティス民法Ⅰ総則・物権』 (信山社
出版) (Ⅱ【共著】に前掲 [以下同じ]) 2010年３月


























法律時報別冊 『私法判例リマークス』 41号 (日本評論社) 2010年７月
｢抵当権設定登記後の賃借権の時効取得｣ (最判平成23年１月21日判時
2105号９頁の判例研究) (民商法雑誌145巻 4＝5 号) 2012年２月
｢主たる債務を相続した保証人による保証債務の弁済と主たる債務の消滅
時効との関係｣ (最判平成25年９月13日民集67巻６号1356頁の判例研究)
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で ｣ 日本私法学会第57回大会 (於 龍谷大学法学部) 1993年10月
日本土地法学会シンポジウム 『境界確定と地籍調査』 第１報告 ｢境界と所
有権界 取得時効制度の観点から ｣
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日本土地法学会第44回大会 (於 早稲田大学) 2002年10月
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